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論文内容要旨
 本論文の目的は、「大学として、学内で創出される知的財産の活用に基づき、研究活動の活性化につ
 ながるような、企業資金による企業との共同研究を戦略的に構築するためのモデルを提示する」ことに
 ある。
 第1章「序論」では、本論文の背景として、まず、ナショナル・イノベーション・システムにおける
 大学と企業との共同研究の重要性を述べた。一方、昨今、我が国における産学連携ブームと大学改革の
 同時進行の中で大学を巡る環境が変化し、産学連携を進めていく過程で大学の研究の主体性に関する懸
 念が存在することを指摘した。こうした現状を踏まえ、大学≧企業との共同研究に関する新たなモデル
 の必要性を明らかにした。
 第2章「大学と企業との共同研究の意義と現状」では、大学と企業との共同研究の意義について、先
 行研究に基づく整理をし、我が国及び米国における大学と企業との共同研究の現状と政策的な枠組みを
 明らかにした。
 (1)産学間の共同研究は、組織としての大学、大学教員、企業それぞれにメリットが生ずると期待さ
 れる活動である。これら三者がそれぞれwin-w㎞の関係になるようにメリットを享受するシステムを
 構築していくことが必要である。
 (2)米国の産学聞の共同研究は、①NSF産学共同砺究センターへの企業の参加、②大学と企業の大型
 個別研究契約、③産業界のコンソーシアムと複数大学との研究契約等の形態により行われている。こ
 のうち、NSF産学共同研究センターは、センター運営支援のための公的資金を呼び水として、産業界
 との議論の下に自立運営を目指した将来計画を作成した上で学内の部局横断的なセンターを設置し、
 産業界などからプロジェクト資金を得て共同研究活動を行うものである。大学がイニシアティブを取
 り、複数企業の参加を募って行われる同センターの活動は、我が国において大学の研究の主体性を維
 持しな炉ら産学問の共同研究を組織していくための方策を検討する上で参考となる。
 (3)我が国では、1995年の科学技術基本法の策定以降、共同研究をはじめ産学の研究協力に関連す
 る施策が相次いで講じられた。2004年の国立大学の法人化に伴い、多くの大学で知的財産の機関帰
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嚢 属原則への転換が行われ、共同研究に伴う知的財産の帰属に関する予見可能性、取り扱いの柔軟性が
 高まった。また、大学の契約の自由度の高まりから共同研究及び受託研究制度の使い勝手も更に改善
 された。こうしたことから、今後、大学の企業との研究面での連携関係において共同研究、受託研究
 による研究協力活動がより重要な位置を占めることになると期待される。
 第3章「大学と企業との共闘研究における課題」では、企業との共同研究に伴う大学としての問題点
 についての事例、先行研究等について整理するとともに、我が国においても類似の問題点が発生する懸
 念の存在を開らかにし、この対応策となる新たな共同研究モデルの必要性について指摘した。
 (1)大学と企業との共同研究は、双方にとってメリットをもたらす可能性のある協力活動であるが、
 他方、その態様によっては、大学の学問の自主性、大学の研究成果の公表の自由、大学の研究の中立
 性・公共性、自らの大学の使命に関する社会へ4)説明責任・(利益相反問題も含む)等におy・て懸念さ
 れる事態がありうる。産学連携が我が国に先行して進んだとされる米国では、具体的な懸念事例が発
 生している。
 (2)我が国においても産学連携が米国並みに進展していくとすれば、類似の懸念事態が想定される。
 これは単なる予想にとどまらず、既に具体的な問題点となっているとの指摘もある。我が国の国立大
 学は2004年に法人化され、経営判断や契約等の自由度を得る一方で企業との交渉能力が必要となっ
 たが、これに対応した体制炉整備されていないことは大学の研究の主体性維持にとっての懸念材料で
 ある。
 (3)我が国において大学と産業界の協力関係の一層の進展に伴い、共同研究に伴う前述の懸念がこれ
 まで以上に強まる可能性は高く、大学としての自らの研究のあるべき姿を失わず、しかも研究資金を
 企業から安定的に獲得する等のメリットを確保できる関係を構築しうる新たな共同研究モデルが必
 要である。
 第4章「『N:M+参加オープン型』共同研究モデルの提案」では、第3章にて問題提起を行った懸念
 を解決するため、大学が自らのあるべき姿を失わずに企業との連携の下で共同研究を積極的に進めてい
 く新たな仕組みとして「N:M+参加オープン型」共同研究モデルを提案した。
 (1)モデルが目指す目的を、民間企業との共同研究プロジェクトにおいて、企業から研究資金を安定
 的に獲得しながらも、研究内容やプロジェクト管理については大学の研究の主体性を終始確保できる
 こととした。
 (2)モデル成立の要件は、米国におけるNSF産学共同研究センターのモデルを参考にしつつ、組織
 論的な観点も加味しながら検討した。その結論として、上記の目的を達成するためのモデルとして、
 以下の①、②を要件とする「N:M+参加オープン型」共同研究モデルを提案した。「N:M+参加オ
 ー プン型」共同研究モデルは、その要件を可能な限り単純なものとし、広い応用範囲のある汎用モデ
 ルとして設定している。
 ①複数(N社)の企業が参加すること、大学側も複数(M人)の教員が参加すること(N:M型)
 ②共同研究への参加が一定の条件の下でオープンになっていること(参加オープン型)
 (3)「N:M+参加オープン型」を要件とすることの必要性について、教員と企業の組み合わせに関す
 .るマトリクス・パターンで整理した。
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 第5章「事例による『N:M+参加オープン型』共同研究モデルの検証」では、事例をもとに「N:
 M+参加オープン型」共同研究モデルの有効性についての検証を行った。
 (1)対象とした事例は以下の5事例である。⑤については、研究費の供給構造が他の事例と異なるこ
 と、外部企業に対する公募等がまだ開始されていないこと等から、参照事例として扱った。
 ①「包括的融合創造アライアンス」(中心となっている大学(以下同じ):京都大学)
 ②「プラズマ結晶化技術コンソーシアム」(東京大学)
 ③「エントロピア・レーザー・イニシアティブ」(東京工業大学)く
 ④「MEMSパークコンソーシアム」(東北大学)
 ⑤F知識循環型サ」ビス主導アーキテクチャの開発」(産業技術総合研究所)
 (2)脳:M+参加オープン型」共同研究モデルの要件(N:M型、参加オープン型)に対する適合性
 及びモデルの目的(大学の研究の主体性の維持、企業からの研究資源の安定的な獲得)の達成度につ
 いて、それぞれチェックを行った。その結果は(表1)の通りであった。
 表1本モデルの要件への適合性及び目的の達成度
  モデルヘの「口“隠帽
    N':Miオ鷺プン性購灘難
       複数企業複数教員共同研究開始前・'・麟共同、研究.開始後一翼“機難.縫覇・響■西諸一、曇一難…灘i靉靆灘響"■嬢霧購羅
        ①包括的産学融合アライアンスヌO』1一◎β、r』1△『『、i『△r『,:蛭盤灘難灘
        ②プラズマ結晶化技術コンソーシアムOOO○○O△
       ③エントロピア・レーザr一一イニシアテブー一[0],..Q、・ρ『雰1、[Qユ』難難
        ④MEMS(上段:情報共有活動〉(下段:共同研究活動)○[O]O[○]O[0]O[×][一][司卜]
      ⑤・知識主導循環型サーピスー』アーキテクチャの開{○]..○『[○].』[Q].鞭
 (注)[]:今後共同研究活動が行われるものについての想定
 一:一今後の想定が困難な場合
 (3)共同研究が開始されている、①胞括的融合創造アライアンス」及び②ゼプラズマ結晶化技術コ
 ンソーシアム」についての「N:M+参加オープン型」共同砺究モデルの有効性の検証結果は以下の
 通りであり、いずれの事例についても本モデルの有効性が示されている。
 汀包括的融合創造アライアンス」:
 N:M型の条件に適合しており、参加オープン性についてもほぼ適合している。本事例では、
 新規参加に複数企業から毎年2億円以上の研究費を獲得しながら、京都大学の多くの教員の参加
 の下に研究が順調に遂行されていること、その運営にあたっても大学の主体性が一定程度反映さ
 れるような仕組みになっているなど、「N:M+参加オープン型」共同研究モデルの目的が達成さ
 れている。
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 汀プラズマ結晶化技術コンソーシアム」:
 N:M型の条件及び参加オープン性の双方について、rN:M+参加オープン型」共同研究モデ
 ルの要件に適合している。本事例では、獲得した資金規模は現時点ではさほど大きくはないが、
 当該資金により実際に研究が開始されていること、研究内容の設定、プロジェクトの運営につい
 ても、大学の主体性がかなり反映されるような仕組みになっているなど、「N:M+参加オープン
 型」共同研究モデルの目的が達成されている。
 (4)③「エントロピア・レーザー・イニシアティブ」は、プロジェクトは開始されていないが、企業
 に対する公募は既に行われている。④rMEMSパークコンソーシアム」は、これから共同研究が組織
 される段階にある。これらについて、現時点での評価は以下の通りであり、モデルの有効性が示され
 ている。
 ・「エントロピア・レーザー・イニシアティブ」:
 研究テーマの決定やプロジェクト管理等において大学の主体性が維持され、企業から相応の研
 究資金が確保されるような設定となっていることから、共同研究が開始されれば「N:M+参加
 オープン型」共同研究モデルの目的が達成されることが見込まれている。
 ・「MEMSパークコンソーシアム」:
 現在行われている情報共有活動おけるN:M型及び参加オープン'型の運営が、共同研究の企画
 を促進するとともに、研究段階における研究内容、プロジェクト管理について大学が自らの主体
 性を発揮しやすくするための下地を準備することに貢献していると評価できる。
 (5『)以上により、rN:M+参加オープン型」共同研究モデルが有効に機能することを検証じ瀧
 第6章「『N:M+参加オープン型』共同研究モデルの運用にあたっての戦略」では、「N:M十参加
 オープン型」共同研究モデルで設計した組織ルールが円滑に機能し、できる限りの成果を生むための戦
 略について整理し、以下の5点を指摘した。
 ①モデルの組織設計を機能させるためのり一ダーの確保
 ②大学としての協力体制の構築
 ③準備段階での企業の巻き込み
 ④公的資金の活用
 ⑤知的財産の適切な取り扱い
 第7章「結論」では、本研究の成果塗総括するとともに、今後の研究課題等として、①今回取り上げ
 た事例のフォローアップとこれに基づく分析、②時間軸を考慮したモデルの改善、③技術分野の違いを
 入れたモデルの検討をあげるとともに、政策提言として、①共同研究に関するデータの整備、②ベスト
 プラクティスの収集・提供を述べ、本論文の結びとした。
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 論文審査結果の要旨
 大学と企業との共同研究は、研究協力面の産学連携活動として大学、企業の双方がメリットを享受しうる
 ものであるとともに、ナショナル・イノベーション・システムにおいても極めて重要な位置づけを有するも
 のである。他方、昨今の我が国における産学連携ブームと大学改革の同時進行の中で大学を巡る環境が変化
 しつつあり、企業との共同研究を進めていくに当たって、大学の研究の主体性の維持に対する懸念など大学
 にとって解決すべき大きな課題が顕在化しつつある。本論文は、こうした現状認識を踏まえて、知的財産活
 用に基づく大学の共同研究推進戦略に関する研究結果をまとめたものであり、全文7章よりなる。
 第1章は序論である。
 第2章では、大学と企業との共同研究の意義について、先行研究を踏まえて整理を行うとともに、米国及
 び我が国における大学と企業との共同研究に関する政策的な枠組み、現状などについて概観している。
 第3章では、企業との共同研究に伴う大学としての問題点についての具体事例、先行研究を踏まえて整理
 を行うとともに、我が国において今後そうした問題が発生する懸念を明らかにしている。更に、こうした分
 析を踏まえた上で、これに対応するための新たな共同研究モデルの必要性について指摘している。これは、
 我が国における産学連携共同研究の課題を明らかにしたもので、第4章以下で検討を行うモデルを導く極め
 て重要な指摘である。
 第4章では、前章で明らかにした課題を解決し、大学が研究の主体性を確保しっっ企業との共同研究を積
 極的に進める方法として、以下の2っを要件とする「N:M+参加オープン型」共同研究モデルを提案して
 いる。
 ①複数(N社)の企業が参加すること、大学側も複数(M人)の教員が参加すること(N:M型)
 ②共同研究への企業の参加が一定の条件の下でオープンになっていること(参加オープン型)
 「N:M+参加オープン型」共同研究モデルは、米国NSF産学共同研究センターのモデルを先例とし、組織
 論的観点も踏まえて設計されたものである。モデルを規定する要件は可能な限り単純化されており、大学や
 公的研究機関を主体とする共同研究への応用範囲が広く、また、極めて斬新なものである。
 第5章では、提示されたrN:M+参加オープン型」共同研究モデルの有効性を検証している。大学発の
 知的財産を活用して企業との共同研究を進めつつある4事例及び独立行政法人研究所の1参照事例を対象と
 し、綿密なヒアリング調査等に基づき、モデルの要件に対する適合性を確認するとともに、モデルの目的の
 達成度について評価を行った。本章における調査分析は、モデルが有効に機能することを明らかにするもの
 であるのみならず、モデルの運用にあたっての戦略を検討する上での基礎となるものであり極めて重要な成
 果である。『
 第6章では、「N:M+参加オープン型」共同研究モデルの運用にi当たっての戦略を考察し、モデルの組
 織設計を機能させるためのリーダーの確保、大学としての協力体制の構築、準備段階での企業の巻き込み、
 公的資金の活用及び知的財産の適切な取り扱いの諸点を指摘している。これは、モデルにより設計されたル
 ー ルを円滑に機能させ、可能な限りの成果をあげる戦略として重要な指摘である。
 第7章は結論である。
 以上要するに本論文は、大学が、民間企業との共同研究プロジェクトにおいて研究資金を民間企業から安
 定的に獲得し、同時に、研究内容やプロジェクト管理については大学としての研究の主体性を確実に維持す
 ることを目的とした「N:M+参加オープン型」共同研究モデルを提示し、その有効性を検証したものであ
 り、今後の我が国における大学と民間企業との研究協力関係の発展との観点から極めて画期的かつ有意義な
 成果である。
 よって、本論文は博士(工学)の学位論文として合格と認める。
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